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事実の概要

　Ｘ（原告）およびＹ（被告）は、いずれも外壁
塗装リフォーム業者である。Ｙは、ウェブサイト
制作業者であるＡ（訴外）に対し口コミサイト（「本
件サイト」）の制作を依頼した。Ｙは本件サイト
の SEO 対策（検索エンジンで検索の上位に表示され
るようウェブサイトを最適化すること）の状況を確
認したり、Ａから、その状況確認の結果報告を受
けたりしていた。
　Ｘは、同業者であるＹが、自らの管理・運営す
る本件サイトにおいて、Ｙをランキングの 1 位と
表示したことは、Ｙの提供するサービスの質、内
容が全国の外壁塗装業者の中で最も高く評価され
ているかのような表示をした点で、平成 27 年法
律第 54 号による改正前の不正競争防止法 2 条 1
項 13 号（現行 20 号。以下、現行法を記載する）の
不正競争（役務の質、内容の誤認惹起表示）に該当
するとして、同法 4 条に基づき損害賠償を請求
した（本件サイトは閉鎖されたため、差止は請求さ
れていない）。

判決の要旨

　請求一部認容。
　１　本件サイトの表示が「役務の質、内容…につ
　　　いて誤認させるような表示」に当たるか
　「上記のような本件サイトを閲覧する者の認識
からすると、本件ランキング表示は、掲載業者の
中での、投稿された口コミの件数及び内容に基づ
く評価との間にかい離がないのであれば、品質誤
認表示に該当するとはいえない。」「……Ｙへの口

コミは、その件数が最も多いだけでなく、その内
容も軒並み高評価のものであることからすると、
本件ランキング表示（本件サイトにおけるＹがラ
ンキング 1 位であるとの表示）と、Ｙへの口コ
ミの件数及び内容に基づく評価との間にかい離は
ないと認められる。」「もっとも、そもそもＹへの
口コミが虚偽のものである場合、例えば、Ｙが自
ら投稿したものであったり、形式的には施主又は
元施主（以下『施主等』という。）からの投稿であっ
たとしても、その意思を反映したものではなかっ
たりなどする場合は、本件サイトの表示上のＹへ
の口コミの件数及び内容をそのままのものとして
受け取ることが許されなくなり、その結果、本件
ランキング表示とのかい離があるということとな
る。」「……本件サイト公開前の日付となっている
5 件の投稿は、Ｙの関与の下にＡにおいて投稿作
業をした架空の投稿であると認められる。そして、
確かに、同様の日付の投稿は他の業者についても
存在するが、それらの投稿はいずれも各 4 件であ
るから、Ｙについては、これらにより、本件サイ
トの公開時点から、既にランキング 1 位と表示
されていたと推認され、その表示は虚偽であった
といえる。」「以上からすると、本件サイトにおけ
るＹがランキング 1 位であるという本件ランキン
グ表示は、実際の口コミ件数及び内容に基づくも
のとの間にかい離があると認められる。」「本件サ
イトが表示するようないわゆる口コミランキング
は、投稿者の主観に基づくものではあるが、実際
にサービスの提供を受けた不特定多数の施主等の
意見が集積されるものである点で、需要者の業者
選択に一定の影響を及ぼすものである。したがっ
て、本件サイトにおけるランキングで 1 位と表示
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することは、需要者に対し、そのような不特定多
数の施主等の意見を集約した結果として、その提
供するサービスの質、内容が掲載業者の中で最も
優良であると評価されたことを表示する点で、役
務の質、内容の表示に当たる。そして、その表示
が投稿の実態とかい離があるのであるから、本件
ランキング表示は、Ｙの提供する『役務の質、内
容…について誤認させるような表示』に当たると
認めるのが相当である。」
　２　本件サイトが「役務…の広告」に当たるか
　「本件サイトの発注元はＹであるところ……Ｙ
の本件サイトに対する一連の態度に照らせば、Ｙ
が、Ｙの提供する役務に需要者を誘引するために
本件サイトを開設したことは明らかである。」
　３　損害の有無および額等
　「Ｙによる本件の不正競争行為は、Ｙの提供す
るサービスの質、内容が、本件掲載業者一覧ペー
ジに掲載されている業者の中で主観的な意味で最
も優良であると評価されていると誤認させるもの
であるにすぎず、Ｘの提供するサービスの質、内
容についての評価を低下させるものではないか
ら、Ｘの営業上の信用が毀損されたと認めること
はできない。」「特定電気通信役務提供者の損害賠
償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律

（いわゆるプロバイダ責任制限法）に基づく発信
者情報開示制度は、匿名性の高いインターネット
における情報発信による権利侵害が発生した場合
に、当該情報発信を媒介し、あるいはそれに関与
した者に対し、その発信者に関する情報を開示さ
せることで、被害者が加害者の身元を特定し、法
的救済を求める道を確保するために制定されたも
のであるから、そのために必要となった費用は権
利侵害行為（本件では不正競争行為）と相当因果
関係ある損害と認めるのが相当である。」

判例の解説

　一　はじめに
　商品や役務、もしくは商品や役務の広告等に当
該商品や役務の質、内容等について誤認させるよ
うな表示をすること、または、そうした表示をし
て商品や役務を提供する行為（品質等誤認惹起行
為）は不正競争防止法（以下、「不競法」）によっ
て規制されている（同法 2 条 1 項 20 号。以下、単
に「20 号」）。品質等誤認惹起行為の不正性につい

て平成 5 年の不競法全面改正の方向性を提言し
た「不正競争防止法の見直しの方向」（産業構造
審議会知的財産政策部会、1992 年 12 月 14 日）は、
次のように述べている。「虚偽又は誤認を生じう
る表示を行う事業者は、適正な表示を行う事業者
より競争上、優位に立つこととなり、他方、適正
な表示を行う事業者は顧客を奪われ、このような
行為を放置すれば、公正な競争秩序を阻害するこ
ととなる」。誤認惹起行為は消費者に対しても不
利益を及ぼすものであるが、不競法は「事業者間
の公正な競争の促進」を目的としており（1 条）、
消費者の利益を直接の保護法益としていない。消
費者の利益については、主として不当景品類及び
不当表示防止法（「景品表示法」）5 条（不当な表示
の禁止）を通じて保護が図られることになる。
　先例において 20 号違反が認定された行為とし
ては原産地の虚偽表示（氷見うどん事件１）など）
や品質の偽装（ミートホープ事件２）〔豚や羊肉を混
ぜた挽肉に「牛 100％」と表示〕、ライナビヤー事件３）

〔発泡酒に「ライナビヤー」と表示〕、など）が典型
的であり、ライバル会社の商品より自社の製品の
方が品質の点で優れているとの比較広告が違反と
されたケースもある（ろうそく事件４）、キシリトー
ルガム事件５））。他方で、「新車の輝きをいつまでも」

（自動車用ワックス事件６））、「ヤマダさんより安く
しています」等（ヤマダ・コジマ事件７））との各表
示については 20 号該当性が否定されている。
　商品・役務の提供あるいはその広告活動がイン
ターネットを通じて広く行われるようになるにつ
れ、品質等誤認惹起行為もインターネット上に現
れてくるようになってきた。こうしたことから景
品表示法を所管する消費者庁は平成 23 年 10 月
28 日に「インターネット消費者取引に係る広告
表示に関する景品表示法上の問題点及び留意事
項」（以下、「留意事項」）を作成した（平成 24 年 5
月 9 日一部改定）。留意事項ではネット上の新たな
サービス類型の 1 つとして「口コミサイト」を
例示し、「人物、企業、商品・サービス等に関す
る評判や噂といった、いわゆる『口コミ』情報を
掲載するインターネット上のサイト」と定義して
いる（第 2・2(1)）。そして、問題となる事例の 1
つに、「商品・サービスを提供する店舗を経営す
る事業者が、口コミ投稿の代行を行う事業者に依
頼し、自己の供給する商品・サービスに関するサ
イトの口コミ情報コーナーに口コミを多数書き込
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ませ、口コミサイト上の評価自体を変動させて、
もともと口コミサイト上で当該商品・サービスに
対する好意的な評価はさほど多くなかったにもか
かわらず、提供する商品・サービスの品質その他
の内容について、あたかも一般消費者の多数から
好意的評価を受けているかのように表示させるこ
と」を明示する（同 (3)）。Ｙが行ったのはまさに
このような行為であり、その意味で本判決は、口
コミサイトにおいて、自社の商品・サービスの品
質や内容を恣意的に操作して表示するというイン
ターネット上の新しい取引類型が、景品表示法に
加えて不競法違反（20 号）に該当することを認め、
その判断手法を明らかにした点に意義がある８）。

　二　判旨 2について
　20 号に該当するには誤認を惹起する当該表示
が「広告」においてなされることが要件となる。「広
告」とは、公衆に対してなされる表示のうち、営
業目的あるいは営利的目的をもってなされるも
の９）などと、解されている。口コミサイトが単
なる情報交換の場である場合には「広告」に当た
らないが、自己の商品・役務の購入意欲を刺激す
るような内容の表示を積極的に行えば「広告」に
該当しよう。口コミサイトには事業者自らが設置
するもの、第三者が設置するもののほか、需要者
に大きな影響を及ぼす著名なブロガーのブログも
含まれ得る 10）。いずれの形態であろうとも、一
般大衆に向けて営業目的を有する情報を発信すれ
ば「広告」と捉えて差し支えない。
　判決は、本件サイトの発注元がＹである事実を
指摘した上で、「Ｙが、Ｙの提供する役務に需要
者を誘引するために本件サイトを開設したこと」
に着目して、本件サイトが「役務の広告」に該当
すると判示している。結論は正当であるが、上述
したように広告を表示する場を行為者自らが設
置・運営する必要はなく、広く需要者に対して自
らの商品・役務の購入意欲を刺激する情報発信の
認定を行えば充分であった。

　三　判旨 1について
　判決は、「本件サイトにおけるランキングで 1
位と表示することは……その提供するサービスの
質、内容が掲載業者の中で最も優良であると評価
されたことを表示する点で、役務の質、内容の表
示に当たる」と述べ、本件ランキング表示（＝Ｙ

がランキング 1 位であるとの表示）を、20 号にい
う「役務の質、内容についての表示」と捉えて
いる。類似の事例としては、「三栄書房カーグッ
ズマガジン誌主催読者が選ぶ『2001 Car Goods of 
the year』［カーケア部門賞］第 1 位」との表示
は、「商品の品質についての表示である」と認め
た GOLD Glitter 事件 11）がある。
　品質誤認表示該当性の判断において、まず判決
は、「本件ランキング表示は……口コミの件数及
び内容に基づく評価との間にかい離がないのであ
れば、品質誤認表示には該当するとはいえない」
と述べる。一定の客観的事実や試験結果に基づ
き、自己の商品・役務の質や内容が他社のものよ
り優れていることを内容とする表示は、不競法が
前提とする品質競争を促進する働きを有し、むし
ろ推奨されるべきものともいえよう。しかしなが
ら、判決は続けて、「口コミが虚偽のものである
場合……かい離があるということになる」との考
え方を示し、本件ではＹが投稿について不適切な
操作を行っていることからかい離があり、本件表
示は「役務の質、内容について誤認させるような
表示」であることを認めている。客観的事実や試
験結果が真実でなく虚偽である場合には、それを
反映した表示により需要者の商品・役務選択が歪
められ、競争業者は不当に顧客を奪取されるので
あるから、まさに本 20 号で規制すべき表示とい
えよう。上記 GOLD Glitter 事件でも、当該表示が
付された商品は 2001 年度の受賞対象ではないこ
とが認定され、当該表示が品質誤認表示と判断さ
れているし、ろうそく事件・前掲でも、すすの量
が 90％減少している旨の表示につき、実験の結
果からそのような事実は認められないので虚偽で
あり、そうした「表示が品質について誤認させる
ような表示であると認められる」としている。本
判決が採用する「質、内容の表示の根拠となる事
実が虚偽の場合、当該表示は品質誤認表示に該当
し得る」との判断手法は、これらの判決例の考え
方に倣うものといえよう。

　四　判旨 3について
　不競法 4 条によれば、不正競争による損害の
賠償を請求できる主体は「営業上の利益を侵害さ
れた者」である。損害賠償請求の範囲については、

「侵害と因果関係のある一切の損害であり、積極
的損害（売上の減少・侵害調査費用、訴訟代理人
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費用のような被った損害）・消極的損害（増加し
たであろう売上の喪失のような失われた利益）の
両者を含み、信用損害にも及ぶ」12）と述べられて
いるように、理屈の上では広範囲に及ぶ。しかし
ながら、20 号については、一で述べたその不正
性から明らかなように、不利益は適正な表示を行
う事業者全体に発生するものであり、具体的な他
社の商品等と自社のそれとを比較した上で行う比
較広告のようなケースを除き、特定の事業者に一
定の損害発生を観念することが困難である。また、
特許法等の他の知的財産法と同様に損害額の推定
規定が不競法にも存在するが（5 条）13）、そもそ
も同規定は損害の額を推定するものであって損害
の発生自体を推定するものではないし、同条の適
用に当たっても因果関係（当該行為によって原告
商品の売上が減少したこと、あるいは被告商品の売
上が上昇したことなど）の立証のハードルが高く、
過去に損害賠償が認められた事例も、①被告の不
正競争行為により原告の取引が頓挫するなどの損
害発生が具体的に認定されたコシヒカリ事件 14）、
②原告、被告の営業の本拠が同一市内であって、
両者の商品の種類、価格、販売先・販売形態も同
様であり、原告の市場占有率が 86.65％という高
いものであった氷見うどん事件・前掲など、少
ない（このほか、ろうそく事件・前掲は 5 条 2 項で
はなく、現行 9 条（裁判所による相当な損害の認定）
を用いて損害額を認定している）15）。
　以上のような事情があってのことか、Ｘは本件
のＹの行為によって営業上の信用が毀損されるな
どの無形の損害を被ったとの主張を行った。し
かしながら、やはり裁判所は、「本件の不正競争
行為は……Ｘのサービスの質、内容についての評
価を低下させるものではない」として、Ｘの主張
を認めなかった。そして、本件での不正競争行為
の法的救済のために必要であったＹに関する情報
を、プロバイダ責任制限法に基づき開示すること
を求める訴訟（以下、「本件第 1 訴訟」）に要した
弁護士費用および本件での弁護士費用のみを認め
た。20 号該当行為による損害賠償が認められる
のは前述したような比較広告や限定された事案の
場合であるが、ＸとＹとは同業者であるものの本
件サイトには両者を含む 23 業者が掲載されてお
り、また、Ｘは「顧客がＸとの契約を取りやめた
ことも考えられる」と主張するのみであり、その
ようなケースではなかったことに鑑みれば、裁判

所の判断は致し方なかったといえよう。
　なお、本件第 1 訴訟で発信者情報開示が認め
られたのは、本件における品質等誤認惹起行為で
はなく、Ｘの社会的評価を低下させるような口コ
ミが名誉権侵害に当たることを理由とするもので
あった。このような口コミは営業誹謗行為（不競
法 2 条 1 項 21 号）にも該当するものであり、Ｘは
第 1 訴訟でも主張していた。営業誹謗行為はその
対象が具体的であり、誤認惹起行為に比べて損害
賠償が認められる可能性は高くなるであろうが、
問題の口コミの投稿がＹによるものであることが
立証できなかったのか、本件ではＸは主張してい
ない。
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ブログ事業者（＝ブロガーにブログサービスを提供して
いる事業者）を通じてブロガーに商品・役務を提供し、
好意的な記事をブログに掲載するといった手法が紹介さ
れている。

11）大阪地判平 23・12・15 裁判所ウェブサイト。二審（大
阪高判平 17・4・28 裁判所ウェブサイト）も原審の考え
方を維持している。

12）小野昌延＝松村信夫『新・不正競争防止法概説〔第 2 版〕』
（青林書院、2015 年）565 頁。

13）なお、20 号が適用されるのは侵害者の利益を損害額と
推定する 5 条 2 項のみである。

14）新潟地長岡支判平 11・12・13 裁判所ウェブサイト、
東京高判平 12・9・6 裁判所ウェブサイト（控訴棄却）。

15）20 号の損害賠償について考察を行うものとして、小松
陽一郎「品質等誤認惹起行為と損害賠償額に関する裁判
実務の傾向」牧野利秋ほか編『知的財産訴訟実務大系Ⅱ』

（青林書院、2014 年）489 頁。
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